
１　総括

 (1) 人件費（普通会計決算）

 (2) 職員給与費（普通会計予算）

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数（各年４月１日現在）

人　件　費

（注）①人件費には、特別職に支給される給料、報酬を含みます。

人件費率実質収支住民基本台帳人口

（各年度末現在）

　113，325千円

15.1%

Ｂ／ＡＡ

　　7，333，596千円

歳　出　額　

Ｂ

　1，105，624千円

　町長・助役・収入役・教育長の給料月額を平成１７年７月１日から２．５％減額

（注）①ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　②類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　Ｂ

区　分

遠賀町の給与・定員管理等について

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり給与費

　95，027千円 17.2%

削 減 措 置

給料月額の減額

　1，169，452千円

特別職

区　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　　　②給与費は当初予算の額です。

　19，684人　

　19，676人　

5,856千円

給　 料 職員手当

196，738千円

Ｂ／Ａ

75,720千円 749,626千円477，168千円

16年度 　19，547人　

17年度

　　　②普通会計とは、一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、遠賀霊園事業特別会計、学校給食事業
　　　　特別会計、地域下水道事業特別会計、土地取得特別会計の合計を言います。

　　6，225，774千円

区　分

128

　　6，890，072千円

　130，021千円

17.0%15年度

職員数

Ａ

（注）①職員手当には退職手当・児童手当を含みません。

14年度 　1，073，159千円
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遠賀町 郡内平均 類似団体平均 全国町村平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額（１７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

円

円

円

円

　　　　②技能労務職

円

円

円

円

円

円

(2) 職員の初任給（１７年４月１日現在）

Ⅰ種 円 Ⅰ種 円

Ⅱ種 円 Ⅱ種 円

円 円 円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額（１７年４月１日現在）

円 円 円

円 円

円

歳 354,315
383,408

　　　②「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外
　　　　勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込み
　　　　のものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また、下段
　　　　は国家公務員の平均給与月額には、時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれないこ
　　　　とから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　③総務省通知に係る様式中、「民間事業者平均」については、比較のための適当なデータがな
　　　　いため、当該欄に代えて「福岡県」の平均を記載しています。

373,780

円

平均給与月額

359,603

390,254

389,849

円

福岡県 48.9

43.0類似団体

遠賀町

　　　　　　区　　分

48.1

平均給料月額

301,169

322,940 円

285,359

347,507

短　大　卒

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合には採用後の年数をいい、採用前に職歴等の
　　　ある場合にはその期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。

該当者なし
技能労務職

高　校　卒

405,566

大　学　卒

区　　　         分

高　校　卒

中　学　卒

経 験 年 数 ７ ～ ９ 年

－

一般行政職
372,400

148,500

経 験 年 数 １ ５ ～ １ ９ 年経 験 年 数 １ ０ ～ １ ４ 年

313,600

270,600

技能労務職

高　校　卒

151,500

170,700

国

47.6

区　　　分

円195,500

166,500

該当者なし 該当者なし

該当者なし

－

171,400

円

類似団体 歳

一般行政職
大　学　卒

148,500高　校　卒

177,400

（注）①「平均給料月額」とは、１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

184,400

138,800

歳42.1

円

355,064

歳 285,008 円

311,926

平均給与月額

歳

歳

歳

39.6

40.3国 329,728 382,092

平均給料月額　　　　　　区　　分

遠賀町 327,426

平均年齢

339,172 円

円

平均年齢

円

278,900

該当者なし

該当者なし

276,700

308,600

－

－

－

198,600179,800

初任給 ２年後の給料

円316,350

２年後の給料

遠　　　賀　　　町

初任給

国

－

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数（１７年４月１日現在）

構成比

  

(2) 昇給期間短縮

　

9.3%　　　　6人

職員数

25.5%

7.1%

5.2%

　　　　28人

　　　　12人

1.0%

100.0%

　　　　25人

6.1%

4.1%

15.3%

20.6%

7.7%

18人

14.6%

全　職　種

28.6%

　　　　4人

　　　　15人

9.3%

６　　級

７　　級

８　　級

主任

３　　級

４　　級

５　　級 12.3% 10.7%

標準的な職務内容

　　　　7人

課長

区　　分 １年前の構成比

14.6%

25.2%

27.8%

3.1%

26.2%

6.8%

合計

主事補・技師補

98人

１　　級

1６年度

Ａ

Ｂ

短縮して昇給した職員数1５年度

職　　員　　数

短縮して昇給した職員数

比　　　　　率

Ｂ／Ａ

Ｂ／Ａ

普通昇給期間（１２～２４月）を

職　　員　　数

7.8%

比　　　　　率

区　　　　　　　　　　　　分

123人

Ｂ

Ａ

　　　　　1人

５年前の構成比

２　　級

係長・主査

係長・企画主査

課長・課長補佐

主事・技師

主事・技師 24.7%

1.0%

100.0%

122人

18人

14.8%

0.0%

100.0%

（注）①遠賀町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。また、一般行政職とは
　　　　行政職のうち税務職と保健師職を除いたものです。

普通昇給期間（１２～２４月）を

　　　②標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１級0.0%１級1.0%１級1.0% ２級9.3%２級7.8%２級4.1%

３級24.7%
３級14.6%

３級15.3%

４級20.6%

４級25.2%４級28.6%

５級5.2%
５級10.7%５級12.3%

６級27.8%６級26.2%６級25.5%

７級3.1%７級6.8%７級7.1%
８級9.3%８級7.７%８級6.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算５％～１５％ ・役職加算５％～２０％

・管理職加算１０％～２５％

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 無 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 非公表

 (3) 調整手当（１７年４月１日現在）

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

47.50

1,427

１人当たり平均支給額（16年度）

59.28

町税の徴収に従事する徴収係職員

3

非公表

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

3.0

42.12

3.0 1.4

千円

千円

行路病死人処理勤務手
当

遠賀町

支給対象地域

伝染病防疫作業に従事する職員が、患者、患畜、擬似患者若しくは擬
似患畜の護送又は患家、患畜その他の消毒事務に従事したとき

187,333

１人につき1,500円

行路病人　　日額1,500円
行路死亡人　日額2,000円

左記職員に対する支給単価

％

行路病人・行路死亡人の処理に従事したとき

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

遠　　　　　賀　　　　　町

(1.6) (0.7)

42.12

59.28

21.00

59.28

47.50

59.28

33.75

27.30

3

105,384

支給対象職員数

0

円

千円

21,791

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算）

24,094

支給率

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

伝染病防疫作業従事職
員の勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

120,472

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

14,438

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度）

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

手当の名称

562

27.30

(1.6) (0.7)

1.4

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　   　勧奨・定年

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

国

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

主な支給対象職員及び支給対象業務

2.2

千円

千円

137

国の制度（支給率）

遠　　　　　賀　　　　　町

支　給　実　績　（16年度決算）

59.28

59.28

166

22,715

支 給 実 績 （ 15 年 度 決 算 ）

33.75

21.00

円

給料月額の100分の5

国

164

税務手当

千円
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(6) その他の手当（１７年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

通勤手当

年間収入130万円未満の親
族を扶養している職員に支
給

○配偶者　13,500円

○配偶者以外の扶養親族　２
人まで6,000円、３人目から
5,000円（16歳～22歳の子１
人につき5,000円加算）

内容及び支給単価

○住居を借り受け、月額
12,000円を超える家賃を負
担している職員に対してはそ
の家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給

○住居を所有する世帯主で
ある職員に対しては4,900円
を支給

○交通機関を利用している
職員　運賃相当額を月額
55,000円を限度に支給

○自家用車等を使用する場
合　使用距離に応じ月額
1,000円～20,500円を支給

平均支給年額手　当　名

扶養手当

住居手当

242,350

118,700異

―

8,309

○借家は同じ
　
○国の持家は、
新築・購入後５
年間２，５００円

461,625管理職手当

　管理職特別
勤務手当

○課長　給料月額の１０％

○課長補佐　給料月額の５％

○管理職が臨時又は、緊急
の必要等により週休日又は
休日等に勤務した場合　　１
回の勤務につき8,000円

（16年度決算）

支給職員１人当たり
国の制度
との異同

同

異

異

異 61,146

国の制度と異な
る内容

支給実績
（１６年度決算）

14,541

○交通機関利
用は同じ

○自家用車等を
使用する場合
(片道２㎞以上・
使用距離に応じ
て2,000円～
25,400円支給

7,386

一種　給料月額の２５％
二種　給料月額の２０％
三種　給料月額の１６％
四種　給料月額の１２％
五種　給料月額の１０％
本府省課長補佐
　　　　給料月額の８％

112

一種　１２，０００円
二種　１０，０００円
三種　　８，０００円
四種　　６，０００円
五種　　４，０００円

7,949

7,000

5



５　特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在）

現報酬額（減額後）

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

６月期　1.4月分　　１２月期　1.6月分 計3.0月分 特別職加算20％

６月期　1.4月分　　１２月期　1.6月分 計3.0月分 特別職加算20％

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

[　133　] [　０　]

124 121

国民健康保険

小　計

収 入 役

　　（16年度支給割合）

590,000605,000

291,000

850,000 580,800

条例上の額

区 分 給 料 月 額 等

給料月額×在職年数×３００/１００

2

13

2

13

77

3 3

1

22

8

3

1

助 役

小　計

272,000

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

老人保健

介護保険

下水道

特別行政
部  門

土　木

給
料 627,000643,000

795,000 775,000町 長

　　（算定方式）

16

89

31

10

対前年
増減数平成16年 平成17年

・社会福祉協議会への職員派遣廃止　欠員不補充

主な増減理由
職 員 数

3

任期ごとに支給給料月額×在職年数×２７０/１００

15

30

11

△1

  1

衛　生

農林水産

　　　②[　　]内は、条例定数の合計です。

22

助 役

収 入 役

教　育

一
般
行
政
部
門

議　会

総務企画

税　務

小　計

民　生

302,000

322,000

425,000

任期ごとに支給

・退職不補充

助 役
期
末
手
当

86

15

△3

　（支給時期）

任期ごとに支給

222,000

[参考 ： 類似団体の職員数　86]

700,000

議 員

収 入 役

議 長

町 長

副 議 長

議 員

町 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

退
職
手
当

6

13

6

8

給料月額×在職年数×５１０/１００

346,000

　　（16年度支給割合）

減額なし

22

△2

・自立推進計画係の廃止

合　　計

△1

22

△３

（注）①職員数は一般職に属する職員数であり、教育長・休職者・派遣職員・再任用職員（常勤）を含み、臨時・非常勤職員を除いています。

[　133　]

・固定資産全棟調査実施に伴う業務増

496,800

280,000

464,800

議 長

650,000

報
酬

副 議 長

200,000

（参考）類似団体における最高／最低額
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(2) 年齢別職員構成（１７年４月１日現在）

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況

（各年４月１日現在）

（注）計画期間は、１７年～２１年の５年間です。

35歳 39歳 43歳

121

△ 1△ 2

125 124

２年目

47歳

127

1

未満 23歳 27歳 31歳

2

1

１６年

～

４年目

14人

１8年

24歳
～～～～

23人

6

1

１年目計画前年

131

△ 5

126

03

△ 3

16

6

3

１9年

1

3 2

△ 10

121

３年目

数　値　目　標

21年

9人

20年

計 画 期 間

職員数

１7年～21年

3人 8人

１7年

4人 2人

44歳

新たに平成１７年度から５カ年を計画期間とし、現行条例定数１３３人（嘱託職
員含む）を１５人削減し、平成２２年４月１日現在で１１８人とすることを定員適正
化の目標としています。

減 員

増 員

14人 13人0人 23人

始　　　期 終　　　期

差 引

職員数

区分

8人

計５年目

平成17 年4月 1日 平成22 年3月31日 15人の純減

20歳 20歳

121人

40歳

区分 ～ ～～～

51歳 55歳 59歳

48歳 52歳36歳28歳

以上

32歳 60歳56歳

計～
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５年前の構成比（％）

（％）
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